
６６    災災害害関関連連死死をを防防ぐぐたためめのの避避難難生生活活のの質質向向上上にに向向けけたた支支援援等等ににつつ

いいてて  

 

令和６年能登半島地震の被災地では、今も多くの被災者が避難生

活を余儀なくされ、不自由な生活を強いられている。 

今回の災害では、半島特有の道路の寸断による支援活動の難しさ

や、衛生面の課題が浮き彫りとなった。 

特に、断水に伴い、飲料水はもちろん、トイレや風呂等の提供が遅

れ、避難生活の質を確保することが困難な状況が見受けられた。 

大規模災害発生時に各自治体が被災地に対して行った支援に要し

た費用は、災害救助法に基づき支弁される。しかし、災害関連死を防

ぐためには、避難生活の質の向上に必要な物資、とりわけトイレを被

災地へ迅速に届けられるよう、その運用を柔軟に行うことが求めら

れる。 

ついては、次の事項について特段の措置を講じられたい。 

 

１ 災害関連死を防ぐため、被災者の心身の健康維持及び良好な 

避難生活環境の確保に資する支援物資に係る費用は、国（内閣府）

への協議を経ず、被災都道府県の判断で、災害救助法の対象とする

ことを可能とすること。 

例：トイレトレーラー（移動型の水洗トイレ）、簡易トイレ（ラッ

プ式簡易トイレ、組立て式簡易トイレ）、避難所以外に設置さ

れる避難者等が使用する仮設トイレ、高齢者等にも配慮された

バリアフリー構造の災害用トイレ、水を使わないバイオトイレ、

マンホールトイレなど 

 

２ 大規模災害時に避難所等の衛生環境の質の向上に資する、トイ

レトレーラー、仮設トイレ等を継続的に使用するために必要不可

５５    保保育育料料無無償償化化のの拡拡充充ににつついいてて  

 

厚生労働省が発表した 2023 年の人口動態統計の速報値によると、

2023年の国内の出生数は前年比 5.1％減の 75万 8,631人と、初めて

80万人を割り込んだ 2022年から更に減少し、８年連続で過去最少を

更新するなど少子化が進行しており、少子化対策は待ったなしの最

重要課題である。 

そのため、国においては、令和５年 12月に閣議決定した「こども

大綱」に基づき、具体的に取り組む施策の進捗状況を検証するための

指標を「こどもまんなか実行計画」において設定するとともに、これ

まで以上に総合的かつ一体的にこども施策を進めていくこととして

いる。 

一方で、国立社会保障・人口問題研究所が令和３年６月に実施した

「第 16回出生動向基本調査」によれば、夫婦における理想の数のこ

どもを持たない理由として、「子育てや教育にお金がかかりすぎるか

ら」が 52.6％と最多の選択率となっており、住民や市町村からは、

依然として、保育料の無償化をはじめとした子育て世帯の経済的負

担の軽減に関する要望が強く寄せられている。 

一部の自治体においては、こどもを持ちたいと思う人が、理想の数

のこどもを産み育てられるよう、０歳児から２歳児について、独自に

第２子の保育料の無償化に取り組んでいるが、保育料の無償化は、国

内どこに住んでいても分け隔てなく享受されるべき支援である。 

ついては、次の事項について特段の措置を講じられたい。 

 

０歳児から２歳児についても、所得や世帯構成を問わず、全ての世

帯の保育料を無償化すること。 
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７７  地地方方交交付付税税措措置置ののああるる地地方方債債のの期期間間延延長長等等ににつついいてて  

                                                  

 令和６年度から８年度にかけて、防災・減災対策、公共施設の長

寿命化・集約化・脱炭素化など、多様な投資のニーズに対応する地

方交付税措置のある多くの地方債が、制度終了の期限として予定さ

れている。 

 これらの地方債は、将来世代にわたって必要な投資を行いつつ、

地方財政の健全な運営を両立していくための有効な投資財源とし

て、各地方自治体において広く活用されているところである。 

 さらに、地方自治体では、激甚化する風水害や地震に対する防

災・減災対策、老朽化した公共施設の長寿命化改修、脱炭素化に向

けた施設整備など、多様化する課題に対応するための付加価値の高

い投資ニーズが高まっており、これらに対応する地方債の活用ニー

ズも高まっている状況である。 

 そうした中、これらの地方債が全て予定どおり終了してしまう

と、地方自治体においては財政上の負担が懸念材料となり、多様化

する課題に対応するための必要な投資を持続的に行っていくことが

困難となる。 

 ついては、次の事項について特段の措置を講じられたい。 

  

 令和６年度から８年度にかけて制度終了が予定されている地方交

付税措置のある地方債について、期間延長の措置を講じること。ま

た、長寿命化事業など中長期的に取り組むべき事業については、あ

わせて制度の恒久化について検討すること。 

 

 

 

 

欠なトイレ用水の補水・給水、汲取りや、補水・汲取りの協力自治

体等を確保する仕組みを、国の主導で構築すること。 
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